
愛 知 学 院 大 学  新 入 生 応 急 奨 学 金 規 程 

 

(目的） 

第 1 条 愛知学院大学は、愛知学院大学(大学院、留学生別科を除く)及び愛知学院大学短期大学

部への入学意思が明確であり入学手続きを完了した者で、家計急変により入学後の学業の継続

が、経済的に極めて困難となった場合に、奨学金を給付し、学納金の補充支援を目的として、

愛知学院大学新入生応急奨学金制度を設ける。 

(定義) 

第２条 本規程により奨学金の給付を受ける者を、愛知学院大学新入生応急奨学生(以下「奨学生」

という。）と称する。 

２ 本規程により給付する奨学金を、愛知学院大学新入生応急奨学金(以下「奨学金」という。)

と称する。 

(資格） 

第３条 奨学金の給付を受けることができる者は、次の要件を備えていなければならない。 

（１） 本学への入学意思が明確であり、入学手続きを完了していること。 

（２） 学業成績が良好であること。 

（３） 本奨学金の出願から遡って過去 1 年以内に主たる生計維持者（父母のうち所得の多い

者。ただし、父母がいない場合は保証人及びその配偶者、独立生計を営んでいる場合は本人

及びその配偶者。）に以下の事由による家計急変があり、世帯の収入が著しく減少又は無く

なった状況にあること。ただし、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための

特別措置に関する法律」に基づく特定非常災害に指定された災害により以下の事由に該当す

る者については、それによる家計急変が出願から遡って過去１年より前に生じている場合で

あっても出願可能とする。    

① 死亡 

② 非自発的失業による失職 

③ 破産 

④ 高度障害 

⑤ 災害による損害 

⑥ 自然災害で被災したことにより家計支持者が行方不明、又は長期療養中 

（４） 別に定める愛知学院大学・短期大学部新入生特待生、愛知学院大学文学部グローバル特

待生に選出されていないこと。 

(給付額及び給付方法) 

第４条 奨学金は、１人当たり 50 万円の給付とする。 

２ 奨学金は、奨学生に対して入学後１ヶ月以内に一括して給付するものとする。 

(人数） 

第５条 奨学生の人数は、年間 20 名を限度とする。 

(出願) 

第６条 奨学金の給付を希望する者は、次の各号の書類を添えて申請するものとする。 

（１）新入生応急奨学生願書 

（２）父母双方の最新年間所得を証明する書類。ただし、父母がいない場合は保証人及びその配

偶者の、独立生計を営んでいる場合は本人及びその配偶者の所得を証明する書類。 

（３）奨学金を必要とする事情を証明できる書類 

（４）その他、必要とする書類 

 



(選考及び決定) 

第７条 奨学生は、新入生応急奨学金選考委員会(以下「委員会」という。)で選考し、学長及び

学内理事会の承認により決定する。 

(決定通知)  

第８条 奨学生として決定した場合は、これを本人及び保証人に通知し、奨学生は保証人と連署

の上、誓約書を提出しなければならない。 

(他奨学金との関係) 

第９条 この奨学金に採用された者は、別に定める愛知学院大学応急奨学金制度に出願すること

ができない。 

(委員会の構成及び任期) 

第 10 条  委員会は、大学事務局長、教務部長、学生部長、キャリアセンター部長、学生部事務部

長、学生部次長、教務課長、学生課長、名城公園キャンパス事務室事務長、薬学部事務室事務長、

歯学部事務室事務長及び短期大学部事務室事務長をもって構成し、学長が委嘱する。 

２ 委員長は学生部長とする。 

３ 委員長が必要と認めたときは、委員会に委員以外の者の出席を求め、その意見を聞くことが

できる。 

４ 構成員の任期は、本条第 1 項の役職在任中とする。 

(資格の喪失） 

第 11 条 奨学生が次の各号のいずれかに該当した場合、委員会で審議し、学長及び学内理事会の

承認によりその資格を失う。 

（１）虚偽の申込又は記載により不当な給付を受けたことが認められた場合 

（２）採用後入学辞退した場合 

（３）その他奨学生として学長及び学内理事会において不相応と認められた場合 

（４）入学後学則による懲戒処分を受けた場合 

(返還) 

第 12 条 奨学生が前条の規定により、奨学生としての資格を喪失した場合、本学は、奨学金の返

還を求めることがある。 

(事務の取り扱い) 

第 13 条 奨学金の事務は、学生部学生課において取り扱う。 

(改正） 

第 14 条 本規程の改正は、委員会の審議を経て、学長及び学内理事会の承認を得るものとする。 

 

附 則 

 本規程は、平成 21 年７月 21 日から施行する。 

 本規程は、平成 27 年 10 月１日から施行する。 

 本規程は、平成 28 年９月２日から施行する。 

 本規程は、平成 29 年８月 30 日から施行する。（平成 29 年８月 30 日委員会決定) 

 本規程は、令和２年４月１日から施行する。（令和２年２月 18 日委員会決定） 

 本規程は、令和３年４月１日から施行する。（令和３年３月 26 日委員会決定） 

 本規程は、令和６年４月１日から施行する。（令和６年３月５日委員会決定） 


